
東日本大震災により被災した被保険者に係る新潟市介護保険居宅介護サービス

費等の給付割合の特例に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第５０条及び第６０条並びに東日本大震災に対処するための特別の財政援助

及び助成に関する法律（平成２３年法律第４０号。以下「震災特別法」とい

う。）の規定に基づき，東日本大震災（平成２３年３月１１日に発生した東

北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害のことを

いう。以下同じ。）により被災した被保険者に係る介護給付及び予防給付に

係る給付割合の特例（以下「東日本大震災による特例」という。）の適用に

ついて並びに震災特別法第９０条から第９２条までの規定による食費及び居

住費等に関する減免（以下，「食費及び居住費等の減免」という。）に関し，

必要な事項を定めるものとする。 

（東日本大震災による特例の対象者） 

第２条 東日本大震災による特例の適用を受けることができる者は，平成２３

年３月１１日に特定被災区域（震災特別法第２条第３項に規定する特定被災

区域をいう。以下同じ。）内の市町村に住所を有しており，同日以降に特定

被災区域から本市に転入したものであって，以下に掲げる各号のいずれかに

該当する者とする。 

（１）被保険者又は当該被保険者の属する世帯（以下「所属世帯」という。）

の生計を主として維持する者（以下「生計維持者」という。）が，住宅，家

財又はその他の財産について著しい損害を受けた者 

（２）所属世帯の生計維持者が，死亡又は心身に重大な障害を受けたこと若し

くは長期間入院したことにより収入が著しく減少した者 

（３）所属世帯の生計維持者が，行方不明である者 

（４）所属世帯の生計維持者が，事業を廃止し，若しくは休止し，又は失職し

収入がない者 

（５）被保険者が，原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）

第１５条第３項の規定による避難のための立退き又は屋内への避難に係る内

閣総理大臣の指示の対象地域であるため避難又は退避を行っている者 

（６）被保険者が，原子力災害対策特別措置法第２０条第３項の規定による計

画的避難区域及び緊急時避難準備区域の設定に係る原子力災害対策本部長の

指示の対象となっている者。ただし，平成２３年９月３０日付で解除となっ

た緊急時避難準備区域の設定については，今後も原子力災害対策本部長の指

示の対象とみなすこととする。 



（７）被保険者が，特定避難勧奨地点（原子力災害特別措置法第１７条第８項

の規定により設置された原子力災害現地対策本部の長が，事故発生後１年間

の積算線量が２０ミリシーベルトを超えると推定されるとして特定した住居

をいう。以下同じ。）に居住しているため，避難を行っている者 

（８）平成２３年３月１１日以降に新たに結婚その他これに準ずる理由により

東日本大震災による特例の適用を受ける世帯に属することとなった者 

（９）その他市長が必要と認める者 

（東日本大震災による特例の対象となる介護サービス） 

第３条 東日本大震災による特例の適用を受けることができる介護サービスは，

法第５０条各号に掲げる介護給付及び法第６０条各号に掲げる予防給付とす

る。 

（東日本大震災による特例の給付割合） 

第４条 法第５０条及び法第６０条の規定により市町村が定める給付割合は，

１００分の１００とする。 

（東日本大震災による特例の申請等） 

第５条 東日本大震災による特例の適用を受けようとする者は，介護保険利用

者負担額減額・免除申請書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。

この申請において，市長は，第２条の東日本大震災による特例の対象者の基

準に応じ，以下の添付書類を求めることができる。 

（１）第２条第１号に該当する場合は，罹災証明書，被災証明書その他住宅又

は家財の損害の程度がわかる書類 

（２）第２条第２号に該当する場合は，死亡診断書その他主たる生計維持者が

死亡したことを証明することができる書類又は医師の診断書その他心身に重

大な障害を負ったことを証明することができる書類 

（３）第２条第３号に該当する場合は，行方不明になったことを証明できる書

類 

（４）第２条第４号に該当する場合は，廃業証明書，休業損害証明書その他事

業の廃止若しくは休止又は失職の事実の確認が可能な書類 

（５）第２条第５号及び第６号に該当する場合は，対象地域又は対象区域に居

住していたことを証明する書類（住民基本台帳で確認できる場合は不要） 

（６）第２条第７号に該当する場合は，対象地点に居住していたことを証明す

る書類（住民基本台帳で確認できる場合は不要） 

２ 市長がやむを得ない事情があると認める場合は，前項に掲げる書類の添付

を省略することができる。 

３ 市長は，第１項の申請書の提出があったときはこれを審査し，特例の適用

の可否を決定したときは，介護保険利用者負担額減額・免除決定通知書（第



２号様式）により通知するとともに，特例の適用を決定したときは，介護保

険利用者負担額減額・免除認定証（第３号様式。以下「認定証」という。）

を交付するものとする。 

（東日本大震災による特例の適用期間） 

第６条 第５条第３項の規定により決定された東日本大震災による特例の適用

期間の開始日は，平成２３年３月１１日とする。ただし，第２条第５号に規

定する者については内閣総理大臣の指示があった日，同条第６号に規定する

者については原子力災害対策本部長の指示があった日，同条第７号に規定す

る者については原子力災害現地対策本部が特定避難勧奨地点として特定した

日，同条第８号に該当する者については免除を受ける世帯に属することとな

った日を適用期間の開始日とする。 

２ 第５条第３項の規定により決定された東日本大震災による特例の適用期間

の終了日は，第２条第１号から同条第４号，同条第８号及び同条第９号に規

定する者については平成２４年９月３０日までとする。ただし，同日までの

間において，第２条第３号に該当する者については生計維持者の行方が明ら

かとなる日までとする。同条第５号から同条第７号に規定する者については

平成２５年２月２８日までの間に受けた介護サービスについて適用するもの

とする。ただし，同条第５号に該当する者のうち，平成２３年４月２２日に

屋内退避指示が解除されたものについては平成２３年６月３０日までとする。 

（利用料の還付請求等） 

第７条 第５条第３項の規定により東日本大震災による特例の適用が決定した

者は，東日本大震災による特例の適用を受けた給付割合を適用しない場合の

介護保険利用者負担金を介護保険サービス提供事業者（以下「事業者」とい

う。）に支払ったときは，新潟市介護保険利用者負担金還付請求書（第４号

様式）に領収書を添えて，市長に東日本大震災による特例の適用を受けた給

付割合を適用しない場合の介護保険利用者負担金の額と東日本大震災による

特例の適用を受けた給付割合を適用する場合の介護保険利用者負担金の額と

の差額（以下「差額」という。）の還付を請求することができる。ただし，

市長がやむを得ない事情があると認める場合は，領収書の添付を省略するこ

とができる。 

２ 市長は，前項の請求書の提出があったときはこれを審査し，適当と認める

場合は，差額を請求者に支払うものとする。 

３ 第１項の場合において，同項の規定による請求をすることができる期限は，

事業者に介護保険利用者負担金を支払った日の翌日から起算して２年を経過

する日までとする。 

（東日本大震災による特例の決定の取消し等） 



第８条 市長は，偽りその他不正の手段により東日本大震災による特例の適用

の決定又は還付を受けたときは，東日本大震災による特例の適用の決定の全

部又は一部を取り消し，当該取消しに係る部分についてその返還を命ずるも

のとする。 

２ 市長は，資力の回復その他の事情の変化により減免することが不適当と認

められる者があるときは，減免の決定を取り消すことができる。 

（食費及び居住費等の減免の対象者） 

第９条 食費及び居住費等の減免の対象者は，第５条第３項の規定により東日

本大震災による特例の適用が決定した者とする。 

（食費及び居住費等の減免の対象となるサービス及び減免額） 

第１０条 食費及び居住費等の減免の対象となる介護サービス及び減免額は，

震災特別法第９０条第１項，第９１条第１項又は第９２条第１項に規定する

額とする。 

（食費及び居住費等の減免の申請等） 

第１１条 食費及び居住費等の減免を受けようとする者は，新潟市介護保険施

設等における食費・居住費等減免申請書（第５号様式）を市長に提出しなけ

ればならない。この申請において，市長は，以下の書類を求めることができ

る。 

（１）氏名，性別，生年月日及び住所を証する書類 

（２）介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所している場合にあ

っては，これらの施設の名称及び所在地を証する書類 

（３）介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所している場合にあ

っては，入所又は入院した年月日を証する書類 

（４）介護保険負担限度額認定証（これを有する場合に限る。） 

２ 第５条第１項の申請の際に前項に規定する申請が行われる場合を除き，市

長は，必要に応じて同条に規定する添付書類の提出を求めることができる。 

３ 市長は，第１項の申請書の提出があったときはこれを審査し，減免を決定

したときは介護保険施設等における食費・居住費等減免認定証（第６号様式。

以下「認定証」という。）を交付するものとする。 

（食費及び居住費等の減免の適用期間） 

第１２条 第１１条第３項の規定により決定された食費及び居住費等の減免の

適用期間の開始日は，平成２３年３月１１日とする。ただし，第２条第５号

に規定する者については内閣総理大臣の指示があった日，同条第６号に規定

する者については原子力災害対策本部長の指示があった日，同条第７号に規

定する者については原子力災害現地対策本部が特定避難勧奨地点として特定

した日，同条第８号に該当する者については，免除を受ける世帯に属するこ



ととなった日を適用期間の開始日とする。 

２ 第１１条第３項の規定により決定された食費及び居住費等の減免の適用期

間の終了日は平成２４年２月２９日までとする。ただし，同日までの間にお

いて，第２条第３号に該当する者については生計維持者の行方が明らかとな

る日まで，同条第５号に該当する者のうち，平成２３年４月２２日に屋内退

避指示が解除されたものについては平成２３年６月３０日までの間に受けた

介護サービスについて適用するものとする。 

（食費及び居住費等の還付請求等） 

第１３条 第１１条第３項の規定により食費及び居住費等の減免が決定した者

が食費及び居住費等の減免を適用しない場合の介護保険利用者負担金を事業

者に支払ったときの還付手続きについては，第７条に定める取扱いに準じる。 

（食費及び居住費等の減免の決定の取消し等） 

第１４条 偽りその他不正の手段により食費及び居住費等の減免の決定又は還

付を受けたときの手続きについては，第８条に定める取扱いに準じる。 

 

附 則 

 

（施行期日等） 

この要綱は，平成２３年１０月１８日から施行し，平成２３年３月１１日から

適用する。 

 

附 則 

 

（施行期日等） 

この要綱は，平成２４年２月１５日から施行し，平成２３年３月１１日から適

用する。 


